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幼稚園・高校企画推進担当 



尼教幼高第    号  

令 和 元 年 ７ 月 ３ 日 

 各施設長 様   

尼崎市教育委員会事務局 

幼稚園・高校企画推進担当課長  

 

施設等利用給付認定申請（新１号認定）の受付について（依頼） 

 

 平素は、本市の幼児教育に深いご理解とご協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

 さて、令和元年 10 月からの幼児教育・保育の無償化の実施に伴い、満３歳から５歳児（小学校就学前）

までの子どもの保育料（入園料含む）が月額２万 5,700 円まで無償となります。 

当該無償化の対象となるためには、子ども・子育て支援法第 30条の５第１項に基づく認定（施設等利

用給付認定）を受けることが必要となります。 

ついては、貴園に在園する尼崎市在住子どものうち、「保育の必要性」の事由に該当しないものの認定

（施設等利用給付新１号認定）を行うにあたり、下記のとおり申請書類を送付いたしますので、貴園に

おいてとりまとめの上、ご提出いただきますようよろしくお願い申し上げます。 

 なお、幼稚園の保育料（入園料含む）に加え、幼稚園の預かり保育の無償化（月額１万 1,300 円又は

月額 1万 6,300 円まで）の対象となるためには、「保育の必要性」の事由に該当し、施設等利用給付新２

号・新３号認定を受けることが必要となります（当該申請に係る詳細は、施設等利用給付認定のしおり

（新２号・新３号認定用）を参照していただきますようお願いいたします。 

※  施設等利用給付新２号・新３号認定を受ける場合は、施設等利用給付新１号認定の申請書の提出は

不要です。 

記 

 

１ 申請書の配布及び受付場所  各幼稚園 

 

２ 申請対象者  次の①～③を全て満たす児童 

①令和元年 10 月１日時点に在園（予定）であるもの 

②尼崎市に在住している（住民票がある）もの 

③保育の必要性の事由に該当しないもの（新１号認定を希望するもの） 

※ 保育の必要性の事由に該当する場合は、新２号・新３号の認定を受ける必要が

あります。 

 

３ 送付書類 

  「施設等利用給付認定申請のお知らせ」（保護者宛て）    ・・・      部 

  施設等利用給付認定申請書（新１号認定申請用）       ・・・      部 

  施設等利用給付認定申請・施設等利用給付認定変更申請（届）名簿（施設用） 

  施設等利用給付認定申請書及び施設等利用給付認定申請名簿（施設用記入例）     



 

４ 提出書類    

  施設等利用給付認定申請書（新１号認定申請用） 

  ※ 施設等利用給付認定申請書（新２号・新３号認定申請用）の提出先はこども入所支援担当 

 

５ 提出期日  令和元年７月３１日（水） 

 

６ 提出先   教育委員会事務局 幼稚園・高校企画推進担当 

尼崎市三反田町１－１－１ 教育・障害福祉センター３階 ※郵送可 

  

 ７ 留意事項  別紙のとおり 

 

以 上  

 

 

 

担当：高山・高村 

TEL：4950-5665 



新 1 号認定申請にかかる留意事項について 

１．新１号給付認定の流れについて 

▽保育の必要性の事由に該当しない（専業主婦家庭等）尼崎市在住の子どもに「施設等利用給付

認定申請書（新１号認定申請用）」をお渡し下さい。 

 ※ 保育の必要性の事由に該当する（共働き家庭等）尼崎市在住の子どもについては、「施設

等利用給付認定申請書（新２号・新３号認定申請用）」の提出が必要となります。 

  ⇒詳細については、「施設等利用給付認定のしおり（新２号・新３号認定用）」を参照して

ください。 

▽各施設にて「施設等利用給付認定申請書（新１号認定申請用）」の回収・取りまとめを行い、

教育委員会事務局幼稚園・高校企画推進担当に提出して下さい。 

 ※貴園に在園する尼崎市在住の子ども全員がいずれか（新１号又は新２号・新３号）の認定申

請書を提出する必要があります。 

▽各園児の認定通知書を各施設に郵送します。（９月下旬ごろを予定） 

 

２．各施設にて行う作業について 

（１）「施設等利用給付認定申請書（新１号認定申請用）」の施設記入欄の「受付日」と「施設名」

は施設側が申請書ごとにご記入ください。（記入例参照） 

（２）取りまとめた「施設等利用給付認定申請書（新１号認定申請用）」をご提出いただく際は、

「施設等利用給付認定申請・施設等利用給付認定変更申請（届）名簿」も併せてご提出くださ

い。（記入例参照） 

（３）保護者から「施設等利用給付認定申請書（新１号認定申請用）」を受け付けた際に、当該申

請書の記入内容に誤りが無いか等、各園においてもご確認ください。 

 

３．併願について 

 （１）併願者とは新 2 号・新３号認定をご希望される方で、保育の必要性の事由に該当しなかった

場合に、新 1 号認定の給付を希望する方です。 

 （２）併願者については「施設等利用給付認定申請書（新１号認定申請用）」を、新 2 号・新３号

認定申請時に「施設等利用給付認定申請書（新２号・新３号認定申請用）」に添えてこども入

所支援担当へご提出下さい。 

 

４．市外在住者について 

単身赴任等を除き、保護者が令和元年 10 月以降も市外に在住する場合は住民票を置く市町村で

給付認定の申請が必要です。申請方法等は自治体によって異なりますので、各自治体へお問い合わ

せ下さい。 

 

 ５．その他 

（１）支給認定審査の過程で申請に不備があった場合は、各施設にご連絡いたします。 

（２）システムの都合上、認定通知書の発行順ついては並べ替えができません。 



【参考法令】 

子ども・子育て支援法（抄） 

（支給要件） 

第三十条の四 子育てのための施設等利用給付は、次に掲げる小学校就学（新設）前子ども（保育認定

子どもに係る教育・保育給付認定保護者が、現に施設型給付費、特例施設型給付費（第二十八条第一

項第三号に係るものを除く。次条第七項において同じ。）、地域型保育給付費若しくは特例地域型保

育給付費の支給を受けている場合における当該保育認定子ども又は第七条第十項第四号ハの政令で定

める施設を利用している小学校就学前子どもを除く。以下この節及び第五十八条の三において同じ。）

の保護者に対し、その小学校就学前子どもの第三十条の十一第一項に規定する特定子ども・子育て支

援の利用について行う。 

一 満三歳以上の小学校就学前子ども（次号及び第三号に掲げる小学校就学前子どもに該当するものを

除く。） 

二 満三歳に達する日以後の最初の三月三十一日を経過した小学校就学前子どもであって、第十九条第

一項第二号の内閣府令で定める事由により家庭において必要な保育を受けることが困難であるもの 

三 満三歳に達する日以後の最初の三月三十一日までの間にある小学校就学前子どもであって、第十九

条第一項第二号の内閣府令で定める事由により家庭において必要な保育を受けることが困難であるも

ののうち、その保護者及び当該保護者と同一の世帯に属する者が第三十条の十一第一項に規定する特

定子ども・子育て支援のあった月の属する年度（政令で定める場合にあっては、前年度）分の地方税

法（昭和二十年法律第二百二十六号）の規定による市町村民税（同法の規定による特別区民税を含み、

同法第三百二十八条の規定によって課する所得割を除く。以下この号において同じ。）を課されない

者（これに準ずる者として政令で定める者を含むものとし、当該市町村民税の賦課期日において同法

の施行地に住所を有しない者を除く。次条第七項第二号において「市町村民税世帯非課税者」という。）

であるもの

（市町村の認定等） 

第三十条の五 前条各号に掲げる小学校就学前子どもの保護者は、子育てのための施設等利用給付を受

けようとするときは、内閣府令で定めるところにより、市町村に対し、その小学校就学前子どもごと

に、子育てのための施設等利用給付を受ける資格を有すること及びその該当する同条各号に掲げる小

学校就学前子どもの区分についての認定を申請し、その認定を受けなければならない。 

２ 前項の認定（以下「施設等利用給付認定」という。）は、小学校就学前子どもの保護者の居住地の市

町村が行うものとする。ただし、小学校就学前子どもの保護者が居住地を有しないとき、又は明らか

でないときは、その小学校就学前子どもの保護者の現在地の市町村が行うものとする。 

３ 市町村は、施設等利用給付認定を行ったときは、内閣府令で定めるところにより、その結果その他の

内閣府令で定める事項を当該施設等利用給付認定に係る保護者（以下「施設等利用給付認定保護者」

という。）に通知するものとする。 

４ 市町村は、第一項の規定による申請について、当該保護者が子育てのための施設等利用給付を受ける

資格を有すると認められないときは、理由を付して、その旨を当該申請に係る保護者に通知するもの

とする。 



５ 第一項の規定による申請に対する処分は、当該申請のあった日から三十日以内にしなければならない。

ただし、当該申請に係る保護者の労働又は疾病の状況の調査に日時を要することその他の特別な理由

がある場合には、当該申請のあった日から三十日以内に、当該保護者に対し、当該申請に対する処分

をするためになお要する期間（次項において「処理見込期間」という。）及びその理由を通知し、こ

れを延期することができる。



■満３歳～５歳児（小学校就学前）の子どもが対象。
■入園料は入園初年度に限り、月額に換算して無償化の対象。
※月額2万5,700円を超えた分の入園料・保育料については、実費負担。
※給食費や通園費等は無償化対象外。

■共働き世帯の子どもなど保育の必要な３歳児～５歳児（小学校就学前）の
子どもが対象。

■利用日数に応じて月額の上限額は変動。（450円×利用日数）

新制度未移行の幼稚園（私立）の利用者へ

入園料・保育料 → 月額2万5,700円まで無償（不徴収）

預かり保育利用料 → 月額１万1,300円まで無償（償還払い）

※満３歳になった日から最初の3月３１日までの子どもは、市町村民税非課税世帯
のみが無償化の対象。（上限：月額1万6,300円）

※幼稚園の預かり保育の実施時間等が少ない（平日の預かり保育の提供時間数が
８時間未満又は年間開所日数が200日未満）場合、預かり保育のほか、認可外保育
施設等の利用が無償化の対象。

利用料 利用日数 上限額 無償化対象 実質負担額

4,000円 10日 4,500円 4,000円 0円

9,500円 20日 9,000円 9,000円 500円

（算定例）

入園料 保育料 無償化対象 実質負担額

1万円 1万4,000円 2万4,000円 0円

― 3万円 2万5,700円 4,300円

（算定例）

※入園料は年間在籍月数で割った数とする。
（4月入園の場合、入園料は年間在籍月数の12で割った数とする。）

無償化の対象となるためには、「施設等利用給付認定」
を受ける必要があります。

上限：月額1万1,300円または月額1万6,300円から預かり保育利用料の無償化
対象額を差し引いた額



保育の必要性がない子ども
（専業主婦家庭など）

保育の必要性があると認定された子ども
（共働き家庭など）

施設等利用給付認定（新１号認定および新２・３号認定）

満３歳～５歳児
（所得制限なし）

新１号認定

３歳～５歳児
（所得制限なし）

満３歳児
（非課税世帯のみ）

新２号認定 新３号認定

■尼崎市に住民登録をしており、新制度未移行の幼稚園に在園する「保育の
必要性がない」子どもは「新１号認定」の申請が必要。

■尼崎市に住民登録をしており、新制度未移行の幼稚園に在園する「保育の
必要性の認定を希望する」子どもは「新２号・新３号認定」の申請が必要。

■入園料・保育料が無償化となるには、「施設等利用給付認定申請書（新１号認定）」
の提出が必要です。
⇒７月中旬頃、在園している幼稚園から配布される申請書に必要事項を記入の上、
在園する幼稚園にご提出ください。

■預かり保育利用料が無償化となるには、
「施設等利用給付認定申請書（新2号・新3号認定申請用）」の提出が必要です。
⇒手続きの詳細は、「施設等利用給付認定のしおり（新２号・新３号認定用）」を
参照してください。

■年収が360万円未満相当世帯の子ども、全ての世帯の小学校３年生までの範囲内で
第３子以降の子どもは、副食費（おかず・おやつ等）が無償化の対象です。
（上限：月額4,500円）
⇒詳細については、市から別途連絡いたします。

■新制度への移行状況については、尼崎市ホームページ「市報ID検索」欄から
『1003151』を検索の上、「私立幼稚園の紹介」のページにてご確認ください。

入園料・保育料の無償化対象

預かり保育利用料の無償化対象

※新２・３号認定に関する情報は、尼崎市ホームページ「市報ID検索」欄から
『10174831』を検索の上、「保育の必要性の認定申請の手続きについて」のページを
ご確認ください。

問い合わせ先

尼崎市教育委員会事務局 学校教育部 幼稚園・高校企画推進担当
TEL：06-4950-5665／FAX：06-4950-5658



保護者のみなさまへ 

 

施設等利用給付（新 1 号）認定申請のお知らせ 
 

１ 「施設等利用給付認定」について  

令和元年１０月からの幼児教育・保育の無償化の実施に伴い、満３歳から５歳児（小学

校就学前）までの子どもの保育料（入園料含む）が月額２万 5,700 円まで無償となりま

す。当該無償化の対象となるためには、施設等利用給付認定（新１号）を受ける必要が

あります。 

なお、幼稚園の保育料（入園料含む）に加え、幼稚園の預かり保育の無償化（月額１万

1,300 円又は月額１万 6,300 円まで）の対象となるためには、「保育の必要性」の事由

に該当し、施設等利用給付認定（新２号・新３号）を受ける必要があります。 

 

２ 「施設等利用給付認定（新 1 号）」の対象者 

   尼崎市に住民登録をしており、新制度未移行の幼稚園に在園する保育の必要性がない児

童が対象です。 

  ついては、「施設等利用給付申請書（新１号認定）」をお通いの園に提出してください。 

   なお、保育の必要性の認定を希望される方は、別途配付の「施設等利用給付認定のしお

り（新２号・新３号認定用）」をご参照の上、「施設等利用給付申請書（新２号・３号認定）」

をお通いの園に提出してください。 

 

３ 手続きの流れ 

手順①：「施設等利用給付認定申請書（新１号認定申請用）」を在園する幼稚園から受け取

り、必要項目の記入、押印してください。 

手順②：手順①で記入した書類を、在園する幼稚園に、指定される期日までに提出してく

ださい。 

手順③：手順②の申請に基づき、市が審査を行い、認定通知証を発行し、園を通じて保護

者にお渡しします。 

 

４ 申請に必要な書類 

  以下の要件に該当される方は申請書の他に必要な書類があります 

該当要件 必要書類（写し可） 主な発行場所 

生活保護受給世帯 生活保護受給証明書 各保健福祉センター（南部･北部） 

平成 3１年 1 月 1 日時点で

尼崎市外に在住していた方 

次のいずれか 

●平成 3１年度市民税・県民税課税証

明書 

●平成 3１年度市民税・県民税特別徴

収税額の決定変更通知書 

平成 3１年 1 月 1 日時点 

在住の市町村等 

平成 3１年 1 月 1 日時点で

海外に在住していた方 

平成３０年中の収入額が分かる書類 

※１ 
お勤め先等 

※１ 国内と海外両方で収入がある場合は両方の収入額が分かる書類を提出して下さい。 

※２ 平成 3１年度の市・県民税が未確定の方は、至急、申告を済ませてください。 

  ※３ その他状況に応じて書類の提出をお願いすることがあります。 

  なお、平成 31 年度就園奨励補助金の申請時に課税証明書等の提出がある場合は、提出

は不要です。 

 

５ 「施設等利用給付認定申請」の受付場所について 

子どもが在園する幼稚園 【新１号認定書類の内容等に関するお問い合わせ先】 

尼崎市教育委員会事務局 

幼稚園・高校企画推進担当 06-4950-5665  

【その他提出期日等に関するお問い合わせ先】 

各幼稚園 



令和　　 年　 　月　 　日

尼崎市長あて

保護者

　次のとおり、施設等利用給付に係る認定を申請します。

①認定希望日、利用施設名（予定を含む）

②世帯の状況（申請児童以外の世帯員について保護者も含めてご記入ください。）

※当該認定申請書に記載の個人情報は、給付認定に関する事務等に必要な場合のみ使用し、それ以外には使用しません。

　
＜施設記入欄＞（下記には記入しないでください。）

受付日：令和　　　年　　　月　　　日　　　　施設名：

ひとり親家庭
　□ 該当無　 □ 該当有 ： 　　　　　年　　　月　　　日 から

　理由 ： □死亡　□離婚　□その他（　　　　　　　　　　）

申請児童

氏　名 （ふりがな） 性 別 生　年　月　日

 平成
 令和　　年　　月　　日

昭和　平成　令和

・　・

生活保護の状況

区　分

　
（

同
居
者
全
員
及
び
別
居
で
生
計
同
一
の

方
を
ご
記
入
く
だ
さ
い
。
）

申
 
請
 
児
 
童
 
の
 
世
 
帯
 
員

氏　名 （ふりがな）

　□ 適用無　 □ 適用有（　　　　　年　　　月　　　日保護開始）

電話番号 ―　　　　　　　―

勤務先、申請児童入園時の
学校名・通園施設名及び学年等

同居
別居

・　・

昭和　平成　令和

・　・

昭和　平成　令和

新１号認定申請用

施設等利用給付認定申請書

申請児童
との続柄

氏　名

歳 児

昭和　平成　令和

　

学年（入園年度4月1日時点）

現住所

ふりがな

現住所が市外の場合
市内転入後の住所

生年月日

・　・

児童との
続柄

同・別

昭和　平成　令和

・　・

（幼稚園・高校企画推進担当）

認定希望日（施設利用開始日）

施設名

昭和　平成　令和

・　・

　　　　　　　　　　　　　　　　施設等利用給認定申請に関する誓約書兼同意書

尼崎市長あて
　次の事項について誓約・同意します。

１　施設等利用給付認定の審査や市民税課税状況の確認に当たって、保護者及び同一住所に属する家族の住民票・市民税・生活保護受給状況等の閲覧に同
　意します。
２　申請書等に記載した内容は、施設等利用給付認定や施設等利用費の支給に関する情報として必要と認められる場合に、施設・事業者に提供することに
　同意します。
３　申請後３０日以内に認定内容の通知が出来ない場合、利用開始の前日を期限として認定内容の通知が行われることに同意します。
４　申請内容が事実と相違した場合、施設等利用給付認定の取消しをされても意義はありません。
５　認定希望日現在で、企業主導型保育事業の利用はありません。

　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　保護者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※記入押印に代えて署名することができます。

同・別

同・別

同・別

同・別

同・別

尼崎市受付印

令和　　年　　月　　日

平成
令和



令和元年７月１９日

尼崎市長あて

保護者

　次のとおり、施設等利用給付に係る認定を申請します。

①認定希望日、利用施設名（予定を含む）

②世帯の状況（申請児童以外の世帯員について保護者も含めてご記入ください。）

※当該認定申請書に記載の個人情報は、給付認定に関する事務等に必要な場合のみ使用し、それ以外には使用しません。

　
＜施設記入欄＞（下記には記入しないでください。）

受付日：令和元年７月３１日　　　　施設名：学校法人尼崎学園　尼崎幼稚園

ひとり親家庭
　□ 該当無　 □ 該当有 ： 　　　　　年　　　月　　　日 から

　理由 ： □死亡　□離婚　□その他（　　　　　　　　　　）

生活保護の状況 　  適用無　 □ 適用有（　　　　　年　　　月　　　日保護開始）

　　　　　　　　　　　　　　　　施設等利用給認定申請に関する誓約書兼同意書

尼崎市長あて
　次の事項について誓約・同意します。

１　施設等利用給付認定の審査や市民税課税状況の確認に当たって、保護者及び同一住所に属する家族の住民票・市民税・生活保護受給状況等の閲覧に同
　意します。
２　申請書等に記載した内容は、施設等利用給付認定や施設等利用費の支給に関する情報として必要と認められる場合に、施設・事業者に提供することに
　同意します。
３　申請後３０日以内に認定内容の通知が出来ない場合、利用開始の前日を期限として認定内容の通知が行われることに同意します。
４　申請内容が事実と相違した場合、施設等利用給付認定の取消しをされても意義はありません。

５　認定希望日現在で、企業主導型保育事業の利用はありません。

　　　　　　　　　　令和元年７月１９日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　保護者氏名　　尼 　崎　 　太 　郎　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※記入押印に代えて署名することができます。

昭和　平成　令和
同・別

・　・

■■保育所２歳児尼 崎　 桃 子 29・２・３

昭和　平成　令和
同・別

・　・

尼 崎　 一 郎 21・10・３

あまがさき　　ももこ

妹

昭和　平成　令和
同・別

昭和　平成　令和
同・別

□□スーパー尼 崎 　花 子 54・６・２

あまがさき　　いちろう

兄

昭和　平成　令和
同・別

●●小学校４年

　
（

同
居
者
全
員
及
び
別
居
で
生
計
同
一
の

方
を
ご
記
入
く
だ
さ
い
。
）

申
 
請
 
児
 
童
 
の
 
世
 
帯
 
員

あまがさき　　たろう

父

昭和　平成　令和
同・別 （株）○○会社

尼 崎 　太 郎 52・１・３

あまがさき　　はなこ

母

区　分 氏　名 （ふりがな）
児童との

続柄
生年月日

同居
別居

勤務先、申請児童入園時の
学校名・通園施設名及び学年等

尼 崎　幼稚園

5 歳 児
尼 　崎 　三 　郎

認定希望日（施設利用開始日） 令和元年１０月１日

施設名

電話番号 ０６　―　〇〇〇〇　―　〇〇〇〇

申請児童

氏　名 （ふりがな） 性 別 生　年　月　日 学年（入園年度4月1日時点）

あまがさき　　さぶろう

男
 平成
 令和２５年　５月２３日

（幼稚園・高校企画推進担当）
現住所が市外の場合
市内転入後の住所

ふりがな 　　あまがさき　　たろう

氏　名 　尼 　崎　 　太 　郎

申請児童
との続柄 父

新１号認定申請用

施設等利用給付認定申請書

尼崎市受付印 現住所 尼崎市三反田町○丁目○番○号

平成
令和

記 入 例

当該年10月1日時点の学年をご記入ください。

満3歳児 = 満３歳児／年少 = ３歳児／年中 = ４歳児／年長 = ５歳児

世帯員欄には、単身赴任等、生計が同じ方はご記入ください。
また、世帯分離していても、同住所の方は全員ご記入ください。 申請児童入園時の学校・通園施設等が

未定の場合は、予定でご記入ください。

施設側がご記入ください。

（※申請者は記入しないでください。）

性別をご記入ください。
回答したくない場合は
「無回答」とご記入くだ
さい。

申請児童から見て別居か
同居か選択してください。



令和　　 年　 　月　 　日

尼崎市長あて

保護者

　次のとおり、施設等利用費に係る認定の変更を申請します。

※当該認定申請書に記載の個人情報は、給付認定に関する事務等に必要な場合のみ使用し、それ以外には使用しません。

　
＜施設記入欄＞（下記には記入しないでください。）

受付日：令和　　　年　　　月　　　日　　　　施設名：

新１号認定申請用

施設等利用給付認定変更申請書（兼変更届）

尼崎市受付印
住所

（幼稚園・高校企画推進担当）

ふりがな

氏　名

申請児童
との続柄 電話番号 ―　　　　　　　―

生 年 月 日 学年（当該年度4月1日時点）

平成  
歳 児

令和　　年　　月　　日 生

変更事項 認定申請内容

　□  住　　所
□市内間転居　　　　　□市外転出

新住所

申請児童

氏　名 （ふりがな）

　　ふりがな
□　児童氏名

旧児童氏名

⇒

新児童氏名

　　ふりがな
□　保護者名

旧保護者名

⇒

新保護者名

　□ 世 帯 員

世帯員増  □婚姻　□祖父母等との同居　□その他（　　　　         　   ）

世帯員減  □離婚　□死亡　□祖父母等との別居　□その他（　　　　         　   ）

増
・
減
し
た
世
帯
員

氏 名（ふりがな）
児童との
続柄

生年月日
同居
別居

勤務先、申請児童入園時の
学校名・通園施設名及び学年等

昭和 平成 令和
同・別

・　・

昭和 平成 令和
同・別

・　・

　□ 認定区分 新２・３号認定　⇒　新１号認定

　□ 生活保護 □廃止　　　　　　　　　　　□開始

　□ 退園 ―

　□ そ の 他

変更年月日（事実発生日） 令和　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　   施設等利用給認定申請に関する誓約書兼同意書

尼崎市長あて
　次の事項について誓約・同意します。

１　施設等利用給付認定の審査や市民税課税状況の確認に当たって、保護者及び同一住所に属する家族の住民票・市民税・生活保護受給状況等の閲覧に同
　意します。
２　申請書等に記載した内容は、施設等利用給付認定や施設等利用費の支給に関する情報として必要と認められる場合に、施設・事業者に提供することに
　同意します。
３　申請後３０日以内に認定内容の通知が出来ない場合、利用開始の前日を期限として認定内容の通知が行われることに同意します。
４　申請内容が事実と相違した場合、施設等利用給付認定の取消しをされても意義はありません。
５　認定希望日現在で、企業主導型保育事業の利用はありません。

　　　　　　　　　　   　　　令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　保護者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ※記入押印に代えて署名することができます。

平成



令和元年１０月３１日

尼崎市長あて

保護者

　次のとおり、施設等利用費に係る認定の変更を申請します。

※当該認定申請書に記載の個人情報は、給付認定に関する事務等に必要な場合のみ使用し、それ以外には使用しません。

　
＜施設記入欄＞（下記には記入しないでください。）

受付日：令和元年１０月３１日　　　　施設名：学校法人尼崎学園　尼崎幼稚園

尼崎市受付印

　尼 　崎　 太 　郎

　あまがさき　たろう

（幼稚園・高校企画推進担当）

　　　　　　　　　　　　　　　　   施設等利用給認定申請に関する誓約書兼同意書

尼崎市長あて
　次の事項について誓約・同意します。

１　施設等利用給付認定の審査や市民税課税状況の確認に当たって、保護者及び同一住所に属する家族の住民票・市民税・生活保護受給状況等の閲覧に同
　意します。
２　申請書等に記載した内容は、施設等利用給付認定や施設等利用費の支給に関する情報として必要と認められる場合に、施設・事業者に提供することに
　同意します。
３　申請後３０日以内に認定内容の通知が出来ない場合、利用開始の前日を期限として認定内容の通知が行われることに同意します。
４　申請内容が事実と相違した場合、施設等利用給付認定の取消しをされても意義はありません。
５　認定希望日現在で、企業主導型保育事業の利用はありません。

　　　　　　　　　　   　　　令和元年１０月３１日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　保護者氏名　　　　尼崎　太郎　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ※記入押印に代えて署名することができます。

父 電話番号

新１号認定申請用

施設等利用給付認定変更申請書（兼変更届）

申請児童
との続柄

氏　名

ふりがな

０６―　〇〇〇〇　―　〇〇〇〇

変更事項 認定申請内容

　   住　　所
□市内間転居　　　　　 市外転出

新住所

旧保護者名

　　ふりがな
□　児童氏名

　□ そ の 他

　□ 世 帯 員

世帯員増  □婚姻　□祖父母等との同居　□その他（　　　　         　   ）

世帯員減  □離婚　□死亡　□祖父母等との別居　□その他（　　　　         　   ）

　□ 退園

　□ 生活保護 □廃止　　　　　　　　　　　□開始

同・別

増
・
減
し
た
世
帯
員

―

児童との
続柄

生年月日
同居
別居

勤務先、申請児童入園時の
学校名・通園施設名及び学年等

新保護者名

・　・

　□ 認定区分 新２・３号認定　⇒　新１号認定

旧児童氏名

⇒

新児童氏名

昭和 平成 令和

⇒

氏 名（ふりがな）

尼 崎　 三 郎

あまがさき　さぶろう

令和 25年５月23日生

平成  
5

西宮市●●町●丁目●番●号

変更年月日（事実発生日） 令和元年　１１月　１日

申請児童

生 年 月 日 学年（当該年度4月1日時点）

　　ふりがな
□　保護者名

・　・

昭和 平成 令和

同・別

氏　名 （ふりがな）

住所 尼崎市東七松町○丁目○番○号

歳 児

平成

変更する事項にチェックを入れて下さい。

要件の確認に必要な書類を

添付してください。

変更年月日（事実発生日）は必ずご記入ください。
（※退園の場合は、当該施設に在籍する最後の日をご記入ください。)

記入例①

施設側がご記入ください。

（※申請者は記入しないでください。）



令和元年１１月　１日

尼崎市長あて

保護者

　次のとおり、施設等利用給付に係る認定の変更を申請します。

※当該認定申請書に記載の個人情報は、給付認定に関する事務等に必要な場合のみ使用し、それ以外には使用しません。

　
＜施設記入欄＞（下記には記入しないでください。）

受付日：令和元年１１月　１日　　　　施設名：学校法人尼崎学園　尼崎幼稚園

新１号認定申請用

施設等利用給付認定変更申請書（兼変更届）

尼崎市受付印
尼崎市東七松町○丁目○番○号住所

（幼稚園・高校企画推進担当）

ふりがな 　たちばな　はなこ

氏　名 　立  花　 花  子

申請児童
との続柄 母 電話番号 ０６―　〇〇〇〇　―　〇〇〇〇

生 年 月 日 学年（当該年度4月1日時点）

あまがさき　さぶろう 平成  
5 歳 児

尼 崎　 三 郎 令和 25年５月23日生

変更事項 認定申請内容

　□  住　　所
□市内間転居　　　　　□市外転出

新住所

申請児童

氏　名 （ふりがな）

　　ふりがな
 　児童氏名

旧児童氏名

⇒

新児童氏名
あまがさき　さぶろう たちばな　さぶろう

尼 崎　三 郎 立 花　三 郎

　　ふりがな
 　保護者名

旧保護者名

⇒

新保護者名
あまがさき　たろう たちばな　はなこ

尼 崎　太 郎 立 花　花 子

　  世 帯 員

世帯員増  □婚姻　□祖父母等との同居　□その他（　　　　         　   ）

世帯員減   離婚　□死亡　□祖父母等との別居　□その他（　　　　         　   ）

増
・
減
し
た
世
帯
員

氏 名（ふりがな）
児童との
続柄

生年月日
同居
別居

勤務先、申請児童入園時の
学校名・通園施設名及び学年等

あまがさき　たろう 昭和 平成 令和
同・別

尼 崎　太 郎 ・　・

昭和 平成 令和
同・別

・　・

　□ 認定区分 新２・３号認定　⇒　新１号認定

　□ 生活保護 □廃止　　　　　　　　　　　□開始

　□ 退園 ―

　□ そ の 他

変更年月日（事実発生日） 令和元年　１１月　１日

　　　　　　　　　　　　　　　　   施設等利用給認定申請に関する誓約書兼同意書

尼崎市長あて
　次の事項について誓約・同意します。

１　施設等利用給付認定の審査や市民税課税状況の確認に当たって、保護者及び同一住所に属する家族の住民票・市民税・生活保護受給状況等の閲覧に同
　意します。
２　申請書等に記載した内容は、施設等利用給付認定や施設等利用費の支給に関する情報として必要と認められる場合に、施設・事業者に提供することに
　同意します。
３　申請後３０日以内に認定内容の通知が出来ない場合、利用開始の前日を期限として認定内容の通知が行われることに同意します。
４　申請内容が事実と相違した場合、施設等利用給付認定の取消しをされても意義はありません。
５　認定希望日現在で、企業主導型保育事業の利用はありません。

　　　　　　　　　　   　　　令和元年１１月　１日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　保護者氏名　　　　立花　花子　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ※記入押印に代えて署名することができます。

平成

要件の確認に必要な書類を

添付してください。

変更年月日（事実発生日）は必ずご記入ください。
（※退園の場合は、当該施設に在籍する最後の日をご記入ください。)

記入例 

施設側がご記入ください。

（※申請者は記入しないでください。）

変更する事項にチェックを入れて下さい。



尼崎市長あて

 みだしのことについて、次の申請児童 （ 名分） に係る申請書（届）を提出します。

19 歳児

20 歳児

17 歳児

18 歳児

16 歳児

歳児

14

15

歳児

歳児

歳児

歳児

住所

歳児

学年

施設名

法人名

7

8

歳児

歳児

6

5 歳児

№

4

代表者名

1

2

3

申請（届）区分

日年 月

歳児

歳児

歳児

歳児

申請児童名 認定希望年月日

12

13 歳児

9

10

11

歳児

№

＜尼崎市＞新１号認定申請用

令和

施設等利用給付認定申請・施設等利用給付認定変更申請（届）名簿

尼崎市受付印
（幼稚園・高校企画推進担当）

添付書類



尼崎市長あて

 みだしのことについて、次の申請児童 （ 名分） に係る申請書（届）を提出します。

№ 1

＜尼崎市＞新１号認定申請用

10

11

14

歳児

令和

3

12

13 歳児

9

2

3

歳児

8

尼崎幼稚園

学校法人　尼崎学園

日31元 年 月

№

5 歳児

1

7

尼崎　次郎

学年

歳児

歳児

理事長　尼崎　一郎

施設名

代表者名

6

4 歳児

立花　花子

歳児

法人名

尼崎　太郎

施設等利用給付認定申請・施設等利用給付認定変更申請（届）名簿

尼崎市受付印
（幼稚園・高校企画推進担当）

尼崎市三反田町１丁目１番１号住所

7

歳児

歳児

歳児

4

5 歳児

満3 歳児

歳児

歳児

16 歳児

15

18 歳児

17 歳児

20 歳児

19 歳児

ｱﾏｶﾞｻｷ ﾀﾛｳ

ﾀﾁﾊﾞﾅ ﾊﾅｺ

ｱﾏｶﾞｻｷ ｼﾞﾛｳ

申請児童名 支給認定（希望）年月日

令和元年10月1日

令和元年10月1日

令和元年10月1日

申請（届）区分

新規申請

新規申請

新規申請

添付書類

当該年度10月1日時点の学年をご記入ください。

新規申請の場合や新2号認定から新1号認定への変更申請

の場合は新1号認定を希望する年月日をご記入ください。

申請用紙が、

・「支給認定申請書」の場合は「新規申請」

・「支給認定変更申請書（変更届）」の場合は「変更申請」
とご記入ください。

記 入 例

申請書以外の添付書類がある場合はご記入

下さい。



幼児教育・保育の無償化に関する
都道府県等説明会（R1.5.30）資料（抄）

（施設等利用給付認定関係）


















